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告 示

北海道教育委員会告示第33号
次の教育職員免許状は、教育職員免許法（昭和24年法律第147号）第10条の規定により、

失効した。
平成27年４月28日

北海道教育委員会委員長 中 村 隆 信

氏 名 葛 西 理 史 本 籍 地 北 海 道

免許状の種類（教科） 免 許 状 の 番 号 授 与 年 月 日 授 与 権 者

小学校教諭１種免許状 平1 5小一種第0 4 6 7号

中学校教諭１種免許状
平1 5中一種第0 9 5 9号 平成1 6年３月1 5日 北海道教育委員会（ 国 語 ）

高等学校教諭１種免許状 平1 5高一種第1 3 8 9号
（ 国 語 ）

失 効 年 月 日 平成27年３月13日

失 効 の 事 由 教育職員免許法第10条第１項第２号

氏 名 髙 木 智 和 本 籍 地 栃 木 県

免許状の種類（教科） 免 許 状 の 番 号 授 与 年 月 日 授 与 権 者

小学校教諭１種免許状 平 1 3 小 １ 第 2 1 6 7 号

中学校教諭１種免許状 平 1 3 中 １ 第 2 1 6 6 号 平成1 4年３月2 6日 栃木県教育委員会
（ 数 学 ）

高等学校教諭１種免許状 平 1 3 高 １ 第 2 1 6 5 号
（ 数 学 ）

高等学校教諭専修免許状
平1 5高専修第0 6 3 3号 平成1 6年３月2 5日 北海道教育委員会

（ 数 学 ）

失 効 年 月 日 平成27年３月25日

失 効 の 事 由 教育職員免許法第10条第１項第２号

氏 名 島 倉 紀 尋 本 籍 地 北 海 道

免許状の種類（教科） 免 許 状 の 番 号 授 与 年 月 日 授 与 権 者

中学校教諭１種免許状 平 元 中 １ 第 1 2 0 1 号
（外国語（英語））

平成２年３月2 1 日
高等学校教諭１種免許状

平 元 高 １ 第 1 3 0 2 号 北海道教育委員会（外国語（英語））

高等学校教諭専修免許状
平 2 3 高 専 修 第 5 3 号 平成2 3年1 1月3 0日（外国語（英語））

失 効 年 月 日 平成27年３月25日
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失 効 の 事 由 教育職員免許法第10条第１項第２号

北海道教育委員会告示第34号
次の公印を、平成27年３月31日限りで廃止した。
平成27年４月28日

北海道教育委員会委員長 中 村 隆 信

公 印 の 種 別 規 格 印 影

北 海 道 赤 平 高 等 学 校 の 印 45㎜平方

北 海 道 赤 平 高 等 学 校 の 印 30㎜平方

北海道赤平高等学校長の印 20㎜平方

北海道札幌拓北高等学校の印 45㎜平方
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北海道札幌拓北高等学校の印 30㎜平方

北海道札幌拓北高等学校長の印 20㎜平方

北 海 道 戸 井 高 等 学 校 の 印 45㎜平方

北 海 道 戸 井 高 等 学 校 の 印 30㎜平方

北海道戸井高等学校長の印 20㎜平方

北海道教育委員会告示第35号
次の公印を、平成27年３月31日限りで廃止した。
平成27年４月28日
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北海道教育委員会委員長 中 村 隆 信

公 印 の 種 別 規 格 印 影

北 海 道 高 等 盲 学 校 の 印 45㎜平方

北 海 道 高 等 盲 学 校 の 印 30㎜平方

北 海 道 高 等 盲 学 校 長 の 印 20㎜平方

北海道高等盲学校附属理療研修
20㎜平方

センター長の印

北 海 道 札 幌 盲 学 校 の 印 45㎜平方
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北 海 道 札 幌 盲 学 校 の 印 30㎜平方

北 海 道 札 幌 盲 学 校 長 の 印 20㎜平方

北海道教育委員会告示第36号
次の公印を作成し、平成27年４月１日その使用を開始した。
平成27年４月28日

北海道教育委員会委員長 中 村 隆 信

公 印 の 種 別 規 格 印 影

北海道札幌視覚支援学校の印 45㎜平方

北海道札幌視覚支援学校の印 30㎜平方

北海道札幌視覚支援学校長の印 20㎜平方
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北海道札幌視覚支援学校附属
20㎜平方

理療研修センター長の印

通 達 ・ 通 知

教 高 第 1 6 5 号
平成27年４月28日

各 教 育 局 長
各 道 立 学 校 長 様
各市町村教育委員会教育長

北海道教育委員会教育長

平成28年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日
等並びに文書募集開始時期等について（通知）

このことについて、文部科学省初等中等教育局長及び厚生労働省職業安定局長から別記の
とおり通知がありました。
選考開始期日等及び文書募集開始時期等の遵守については、これまで関係機関の努力によ

り成果を上げているところですが、今年度につきましても、別記通知の趣旨に基づき、就職
希望者に対する適正な職業選択の指導と求人秩序の確立を図るようお願いします。

記
１ 留意事項
(1) 北海道における新規中学校卒業者（中等教育学校前期課程修了者及び特別支援学校中
学部卒業者を含む。）の推薦及び選考については、平成27年12月１日以降から行っても
差し支えないこと。

(2) 新規高等学校卒業者（新規中等教育学校卒業者及び特別支援学校高等部卒業者を含む。
以下同じ。）の推薦開始期日については、推薦文書の到達が平成27年９月５日以降とな
るようにすること。

(3) 新規高等学校卒業者の選考開始期日については、平成27年９月16日以降とすること。
(4) 職業安定法（昭和22年法律第141号）第27条又は第33条の２の規定に基づいて、新規
高等学校卒業者に係る求人申込みを受理する高等学校（中等教育学校及び特別支援学校
高等部を含む。以下同じ。）においては、公共職業安定所の確認印がある求人票のみ
受理するものとし、確認印がない求人票を提出した事業所には生徒の推薦は行わないこ
と。

(5) 早期に選考を行おうとする事業所があった場合は、公共職業安定所及び教育局に報告
するとともに、事業所に対して選考開始期日の遵守について協力を求めること。

(6) 新規高等学校卒業者の文書募集の開始時期は卒業年の前年の７月１日以降とするこ
と。

２ 早期求人状況報告
高等学校に対し早期に選考を行おうとした事業所の有無を把握したいので、次により報

告願います。
(1) 高等学校及び関係市町村教育委員会にあっては、早期求人状況報告書（別記様式）を
作成の上、平成27年10月１日（木）までに、教育局に２部提出してください。

(2) 教育局にあっては、管内分を取りまとめの上、平成27年10月９日（金）までに、学校
教育局高校教育課に１部提出してください。

（学校教育局高校教育課普通教育指導グループ）
（学校教育局高校教育課産業教育指導グループ）
（学校教育局義務教育課義務教育指導グループ）
（学校教育局特別支援教育課学校教育指導グループ）
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別記様式
早 期 求 人 状 況 報 告 書

北海道 学校

道内外 9月15日以前に選考を開始 求 最初に実施 関係機関及び学校の 指導後
しようとした事業所名 人 しようとし の選考

の 別 及 び 所 在 地 数 た選考月日 指 導 状 況 月 日

道

内

の

事

業

所

道

外

の

事

業

所

備考 これらの事実のない場合には、「 9 月15日以前に選考を開始しようとした事業所
名及び所在地」の欄に「なし」と記入すること。

別記
26文科初第1445号
職発0330第２号
平成27年３月30日

各都道府県教育委員会教育長 殿
各 都 道 府 県 知 事 殿

文部科学省初等中等教育局長
小 松 親次郎

厚生労働省職業安定局長
生 田 正 之

平成28年３月新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日
等並びに文書募集開始時期等について（通知）
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新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日等並びに文書募集開始時
期等の遵守については、学校教育の充実を図り、職業紹介を円滑に実施する観点から、これ
までも御尽力願ってきたところでありますが、平成28年３月新規中学校・高等学校卒業者に
ついては、全国高等学校長協会、主要経済団体（一般社団法人日本経済団体連合会、日本商
工会議所、全国中小企業団体中央会）、文部科学省及び厚生労働省において検討を行った結
果を踏まえ、下記によることとしました。
ついては、就職希望者の適正な職業選択を確保するとともに、求人秩序の確立を図り、併

せて適正な推薦・選考が行われるよう、引き続き特段の御尽力をお願いします。
また、新規学校卒業者の採用に当たっては、本人の適性、能力のみを中心としてこれを行

い、定時制課程及び通信制課程の卒業者と全日制課程の卒業者との間の差別的な取扱いや同
和問題に係る差別的取扱いが行われないよう、また、男女雇用機会均等法の趣旨に沿った採
用活動が行われるとともに、障害者に対しては格別の考慮がなされるよう御配慮願います。
さらに、採用内定取消しの防止等を図るため、平成21年１月19日に公布・施行された職業

安定法施行規則の一部を改正する省令（平成21年厚生労働省令第４号）等に基づく事前通知
制度や企業名公表制度、「新規学校卒業者の採用に関する指針」の一層の周知、学校とハロ
ーワークの十分な連携等による採用内定取消し事案の的確な把握について特段の御配慮をお
願いします。
なお、主要な関係機関に対しては、別添１、２及び３のとおり協力方依頼をしましたので

御了知願います。
記

第１ 新規中学校・高等学校卒業者の就職に係る推薦及び選考開始期日等
１ 推薦及び選考開始期日並びに採用内定
(1) 新規中学校卒業者（中等教育学校の前期課程修了者を含む。以下同じ。）の推薦及
び選考開始期日については、平成28年１月１日以降とし、積雪地の関係からやむを得
ない事情があるときは、次の地域に限り、平成27年12月１日から行っても差し支えな
いこと。
北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、新潟県、富山県、石
川県、福井県、長野県（飯山公共職業安定所管内の地域に限る｡）、島根県（松江公
共職業安定所隠岐の島出張所管内の地域に限る。）

(2) 新規高等学校卒業者（新規中等教育学校卒業者を含む。以下同じ。）の推薦開始期
日については、推薦文書の到達が平成27年９月５日（沖縄県については平成27年８月
30日）以降となるようにすること。

(3) 新規高等学校卒業者の選考開始期日については、平成27年９月16日以降とすること。
(4) 採用内定の開始については、従前と同様、選考開始と同日以降に行うことができる
ものであること。

２ 求人申込みの手続等
(1) 職業安定法（昭和22年法律第141号）第27条又は第33条の２の規定に基づいて、新
規高等学校卒業者に係る求人申込みを受理する高等学校（中等教育学校を含む。以下
同じ。）に求人申込みを行う場合においても、当面、適正な求人条件の確保、早期推
薦・選考の防止及び円滑な労働力需給調整の実施等の見地から、求人申込みを行おう
とする事業所は、当該事業所を管轄する公共職業安定所（以下「安定所」という。）
に求人申込書を提出して、選考期日、求人内容等について適正であることの安定所の
確認（求人票への確認印の押印）を受けた後、当該求人票により高等学校に求人申込
みを行わなければならないこととすること。
したがって、この手続によらない求人申込みのあった場合には、高等学校は、生徒

の推薦を行わず、確認印の押印のある求人票の提出を求め、その提出後、推薦を行う
ものとすること。

(2) 求人申込みの受理の期日等については、安定所の確認事務の的確な実施等適正な求
人の確保を図るため、次のとおりとすること。
ア 新規中学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
(ｱ) 安定所における求人申込みの受理は、平成27年６月20日から開始するものとす
ること。

(ｲ) 安定所の他安定所への求人連絡は、平成27年７月１日以降開始するものとする
こと。
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イ 新規高等学校卒業者に係る求人申込みの受理の期日等
(ｱ) 安定所における求人申込みの受理及び確認のための求人票の受付は、平成27年
６月20日から開始するものとすること。

(ｲ) 安定所が確認した求人票の求人者に対する返戻は、平成27年７月１日から開始
するものとすること。

(ｳ) 学校における求人申込みの受理は、平成27年７月１日以降開始するものとする
こと。
また、安定所で受理した求人の学校への提示についても、平成27年７月１日以

降に行うものとすること。
(3) 求人活動のための学校訪問については、原則として安定所において確認を受けた求
人票により学校に求人申込みを行った日以降に行うこととするが、学校の事前の了解
の下に、安定所に求人申込みを行った日以降についても行うことができるものとする
こと。

３ 就業開始期日
(1) 新規中学校卒業者の就業開始（実習、研修等を含む。）時期は、労働基準法（昭和
22年法律第49号）第56条の規定により平成28年４月１日以降とすること。

(2) 新規高等学校卒業者の就業開始時期については、卒業後とするよう事業所を指導す
ること。

４ 選考の通知
未内定者に対する職業指導を早期に実施するため、事業所に対し、選考後は、採用内

定取消しが生じないよう十分配慮しつつ、できる限り速やかに採否を決定し、選考を受
けた生徒にその旨を通知するよう協力を求めること。

５ 都道府県高等学校就職問題検討会議の開催
平成14年度から設置している都道府県高等学校就職問題検討会議（以下「検討会議」

という。）については、本年度においても、都道府県教育委員会と都道府県労働局が共
同で、次により開催、運営すること。
(1) 検討会議は、安定所、都道府県私立学校主管部局・雇用対策主管部局、学校側代表
及び産業界側代表等の参加を求め、次の事項について連絡又は検討、協議等を行うこ
と。
ア 求人受理開始日、紹介開始期日、選考開始期日等全国統一して実施すべき事項に
ついての説明又は確認

イ 各都道府県の状況等を踏まえた新規高等学校卒業者の応募・推薦方法のあり方に
ついての関係者の申合せ又は確認事項等の協議

ウ 均等な応募・選考の機会の確保のための関係者の申合せ又は確認事項等の協議
エ 生徒に対する効果的な職業指導等を行うための検討
オ 関係業務の効果的な実施等新規高等学校卒業者に係る円滑な労働力の需給調整を
図るための方策及び当該方策を実施するに当たっての関係者の連携協力事項の検
討、協議

カ その他必要な情報の提供、地域の実情に応じた連絡、検討、協議等
(2) 検討会議で協議された申合せ、確認事項等は、報道機関に発表する等適切な方法で
幅広く速やかに公表するものとすること。
また、検討会議の議事については、原則として公開するものとし、都道府県教育委

員会は当該議事録の作成・保管等を行い、事務所内に備え付ける等閲覧希望者が閲覧
できるよう必要な措置を講ずるものとすること。

６ 関係部局間の連携及び関係部局による是正指導の強化
(1) 都道府県教育委員会、私立学校主管部局は、雇用対策主管部局、学校、都道府県労
働局、安定所との連携を密にし、上記５により確認又は申し合わせた内容の完全実施
等職業紹介の適正な実施に努めること。
また、求人者に対しては、高等学校教育の正常化及び生徒の適正な職業選択の確保

のため、選考開始期日を厳守し、求人秩序の確立及び生徒の応募機会の確保を図るこ
とについて協力を求めること。

(2) 申し合わせた期日より早期に選考又は推薦を行おうとするなど、秩序を乱すと認め
られる事業所又は学校に対しては、厳に自粛を促すこと。

第２ 新規中学校・高等学校卒業者の文書募集の取扱い
１ 新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い
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新規高等学校卒業者を対象とする文書募集の開始時期は卒業年の前年の７月１日以降
とすること。
なお、文書募集を行う場合は次の条件によることとすること。

(1) 安定所において確認を受けた求人であって、当該求人の求人票記載内容と異なるも
のでないこと。

(2) 広告等掲載に当たっては、事業所を管轄する安定所名及び求人の求人番号を掲載す
ること。

(3) 応募の受付は学校又は安定所を通じて行うこと。
また、求人者が文書募集による応募者を受け付ける場合であっても、推薦開始期日、

採用選考期日については、上記第１の１(2)から(4)の取扱いと同様であること。
２ 新規中学校卒業者を対象とする文書募集の取扱い

新規中学校卒業者を対象とする文書募集は行わないこと。

第３ 報告
各都道府県における早期に選考及び推薦等を行った事業所及び学校の名称並びにこれら

に対して指導した内容について、平成27年10月31日までに、文部科学省初等中等教育局児
童生徒課長又は厚生労働省職業安定局若年者雇用対策室長あて報告すること。

（別添１から別添３まで省略）

毎月２回発行 発 行 北海道教育委員会


